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（届出概要説明資料） 

 審議案件に関する概要 

  令和８年１月30日第２部会提出   

 

 

届出条項 大規模小売店舗立地法第６条第２項（変更）  

 

 

 

届 出 日 令和７年７月31日 

担当部署 渡島総合振興局産業振興部商工労働観光課 

  １．届出者 

 

 

 

氏名又は名称及び代表者の氏名          住        所  

 

 

 一位物産株式会社 

 代表取締役 村上 幸義 

 函館市美原一丁目３番１号 

 

   ２．届出事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)店舗名及び所在地 

 

 一位ビル  

函館市美原一丁目３番１号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)小売業者名、代表者名及び住所 

 

 

 株式会社トライアルカンパニー  

 代表取締役 石橋 亮太 

 福岡県福岡市東区多の津１-12-２ ほか24社 

(3)変更日 令和８年４月１日 

(4)店舗面積の合計  15,399.17㎡ 

(5)施 設 の 

  配  置 

 

 

駐車場の収容台数  （変更前）852台 （変更後）758台 

駐輪場の収容台数  25台  

荷さばき施設面積  961.6㎡ 

廃棄物保管施設容量  175㎥ 

(6)施 設 の 

   運営方法 

 

 

開店・閉店時間 

 

 開店時間 地下   午前９時00分 

      １、２階 午前10時00分 

 閉店時間 地下   午後10時00分 

１、２階 午後８時00分 

駐車場の利用時間帯 午前８時30分から午後10時30分まで 

駐車場の出入口数 ２箇所  

荷さばき時間帯 午前６時00分から午後10時00分まで 

３．審査事項 

 

 

 

 

 

(1)駐車場整 

  備等への 

   配慮 

 

 

 指針必要駐車台数の整備 

 

指針に基づく 

必要駐車台数889台＞変更後の収容台数758台 

 

 

従業員駐車場等の整備 近隣駐車場を利用 

駐輪場（自動二輪車を含む）の

整備 

25台 
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来客車両等の入出庫方法 平面自走式、ゲート等なし 

搬入車両等の誘導 変更なし 

歩行者の安全対策 

 

・駐車場出入口看板の設置により円滑な入庫を

図っている。 

交通整理員の配置 ・繁忙期必要に応じて配置 

除排雪による堆積方法 ・積雪10cmで外部業者に依頼 

(2)周辺地域

の生活環境悪

化防止への配

慮 

街並みづくり等への配慮 ・物や看板、広告物については、周辺住

環境と調和した落ち着いた色調、整形

な形を基本としている。 

防災対策への配慮 ・避難経路となるコンコースを広く確保 

防犯対策への配慮 ・犯罪被害防止等に関して、函館中央警

察署と連携協定を締結。警官が定期的

に館内巡回。 

地域貢献活動の取組への配慮 ・地域活動のためのスペースを設置 

(3)関係行政機関との協議状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道函館方面函館中央警察署交通第一課 

 

 

 

 

 

 

R7.7.24  

計画概要を説明。質疑内容は次のとおり。 

・R6.12オープン時の混雑状況はどうだったか。 

 ⇒立体駐車場3階・屋上は満車になることはな

く、常に150台は余裕があり、また、入出庫

による渋滞がなかったことを説明し、了解

を得た。 

 函館市 

 

 

経済部商業振興課 R7.7.23 計画概要を説明。指摘事項なし。 

都市建設部 

都市計画課 

R7.7.23 計画概要を説明。指摘事項なし。 

 道路管理者 

 

函館建設管理部 

事業室事業課 

R7.7.23 計画概要を説明。指摘事項なし。 

  ４．市町、住民等の意見  

 

 

(1)市町村の意見  令和７年９月30日 意見なし  

 (2)住民等の意見  北海道告示 令和７年８月25日～令和７年12月25日 意見なし 

５．道（渡島総合振興局連絡調整会議）の意見 

【環境生活課意見】 

 北海道地球温暖化防止対策条例に基づき、一定規模（500㎡）以上の駐車場の設置管理

者は、駐車場利用者に対し、アイドリング・ストップの実施を周知する必要がある。 

（その他商工労働観光課、農務課、建設指導課は意見なし） 
 

 


